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第24回 国民経済計算体系的整備部会 議事次第 

 

 

日 時  令和２年11月19日（木）10:00～12:00 

 

場 所  総務省第二庁舎 ６階 特別会議室 

 

議 事 

＜ＳＮＡ年次推計関連＞ 

（１）国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の改善余

地等に関する検討 

＜ＱＥ関連＞ 

 （２）家計最終消費支出、民間固定資本形成に係る統合比率の再推計結果  

 ＜ＳＵＴ関連＞ 

（３）平成27年（2015年）産業連関表参考表について 

   ①基本価格表示、②自社開発ソフトウェア等 

＜ＳＮＡ年次推計関連＞ 

（４）三面の整合性に係る研究会（中間報告①） 

＜タスクフォースからの審議状況報告＞ 

 （５）ＱＥタスクフォース会合における審議結果報告 

＜その他＞ 

 （６）毎月勤労統計調査データ修正への国民経済計算における対応 
 

配布資料 

資料１－１ 国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法

の改善余地等に関する検討経緯等 

資料１－２ 財分野に関するＪＳＮＡ年次推計における改定幅上位品

目に係る検討 

資料１－３ サービス分野に関するＪＳＮＡ年次推計における改定幅

に係る検討 

資料２     2015年基準改定における統合比率の再推計結果：国内家計

最終消費支出、民間企業設備 

資料３   平成27年（2015年）産業連関表参考表について 

-基本価格表示、自社開発ソフトウェア等- 
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資料４     「生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会」に関

する中間報告（第1回、第２回研究会について） 

資料５     ＱＥタスクフォース会合の審議状況について（報告） 

資料６    毎月勤労統計調査データ修正への国民経済計算における対

応について 

 参考１   生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会について 

 参考２   「毎月勤労統計調査（全国調査）」における公表結果の訂

正等について 

 参考３   国民経済計算の2015年（平成27年）基準改定に向けて 
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1 

資料１－１ 

令和２年11月 19日 

統計委員会担当室 

国民経済計算の改定状況の検証及び一次統計の活用方法の 

改善余地等に関する検討経緯等 

１．基本計画の課題 

P48 ＱＥ及び年次推計の精度向上には、一次統計から国民経済計算の推計にお

けるそれぞれの段階（ＱＥ、年次推計）において提供するデータの差異を縮小する

ことが重要である。このため、平成27年度（2015年度）以降の第一次年次推計から

第二次年次推計への改定状況等を踏まえた検証を行う。当該検証結果を踏まえた

上で、国民経済計算に活用される一次統計（「経済産業省生産動態統計」、「サー

ビス産業動向調査」等）及びその活用方法の改善余地について、一次統計を所管

する関係府省と内閣府とが一体となり検討を進め、基本的な方策を取りまとめる。 

２． これまでの検討状況（詳細は別紙） 

 財に関しては改定差の大きい上位10品目（改定差がGDPの約0.03%以上の品目）

を特定し、このうち４品目に関して対応方針を確定・対応中。 

 このほか統計委員会担当室より時系列データによる推計の一般的な改善法

を提案済み。 

【前回審議（令和
．．

２
．
年
．
３
．
月
．
）終了時点の対応状況等】 

対応方針確定・対応中 対応方針の大枠確定・検証中 

a.そう菜・すし・弁当 

d.携帯電話機 

j.建設・鉱山機械 

h.半導体製造装置 

c.民生用エアコンディショナ 

g.電気照明器具 

i.サービス用機器 

b.清涼飲料 

e.肉加工品 

f.鋼船 

３．本日の審議内容 

 前回審議で取り上げなかった「対応方針大枠確定・検証中」のうち、検討が進ん

だ３品目（上図網掛け部分のうち点線枠内）の検討状況等を御報告。 

 ３品目のうちサービス用機器に関しては「データの継続的取得の確実性、デ

ータの取得に係るコストや取得可能なタイミング等を精査」するとの結論を得

た経緯。 

 なお「清涼飲料」「肉加工品」「鋼船」については次回以降の部会で報告予定。 

 合せて、サービスの改定差に関しても検証結果を御報告。 
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2 

別紙 

改定差の大きい財の上位10品目（寄与度順）と令和２年３月時点の対応状況等 

【家計最終消費支出】 

 対応府省 令和２年３月の対応状況、検証・検討の方向性 

a.そう菜・すし・弁当 担当室 
当面は現行推計を維持 

（報告者負担の観点から統計新設は見送り） 

b.清涼飲料 
 

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜業界統計等を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

c.民生用エアコンディショナ 内閣府 生動を用いる第一次年次推計を見直し 

d.携帯電話機 経産省 
工業統計における誤報告（調査範囲の相違）の訂

正により対応 

e.肉加工品 
 

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜業界統計等を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

【総固定資本形成】 

 現時点の 

対応府省 
令和２年３月の対応状況、検証・検討の方向性 

f.鋼船 
 

内閣府 

担当室提案「工業統計を用いる第二次年次推計

を見直し（基準年＜造船造機統計を利用＞に揃え

る）」ことの可能性を検証 

g.電気照明器具 内閣府 生動を用いる第一次年次推計を見直し 

h.半導体製造装置 経産省 
工業統計と生動の対象事業所・調査範囲の一致を

確認、なお金額差の解消は実務上困難 

i.サービス用機器 内閣府 
データの継続的取得の確実性、データの取得に

係るコストや取得可能なタイミング等を精査中 

j.建設・鉱山機械 経産省 
工業統計と生動の対象事業所・調査範囲の一致を

確認、実査の中で両統計の連携を図ることで対応 

注：サービス用機器の中で改定差の主因となっているのはパチンコ・スロットマシン 

対応方針確定・対応中 

対応方針の大枠確定・検証中 
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（注）大部のため、委員会資料においては、研究会資料（右下ページ番号10/83 ）の添付を省略
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生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会（第１回） 議事概要 

１ 令和 2年 7月 10日（金） 10時 00分～12時 00分 

２ 場 所 Web会議（Zoom） 

３ 出席者 

【委員】 

櫨座長、飯塚構成員、伊澤構成員、宇南山構成員、川口構成員、櫻本構成員、 

中村審議協力者 

【事務局】 

＜内閣府経済社会総合研究所＞ 

長谷川総括政策研究官、谷本国民経済計算部長、 

尾﨑企画調査課長、梅井研究官、吉村課長補佐 

＜株式会社インテージリサーチ＞ 

伊藝、豊田、手嶋、小澤 

４ 議 事 

（１）構成員の紹介、各構成員からの挨拶など 

（２）研究会の概要とスケジュールについて 

（３）生産・分配・支出の三面調整について（中村審議協力者） 

（４）2008SNAが求める三面のバランシングの考え方（櫻本構成員） 

５ 議事概要 

（１） 構成員の紹介、各構成員からの挨拶など

（２） 研究会の概要とスケジュールについて

内閣府から、資料２「生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会の開催について」

の説明が行われた。 

（３） 生産・分配・支出の三面調整について（中村審議協力者）

中村審議協力者から、資料３「QNAの３面調整試案」の説明が行われた。 

（４）2008SNAが求める三面のバランシングの考え方（櫻本構成員） 

櫻本構成員から、資料４「三面等価研究会向け資料 SUTと三面等価」の説明が行われ

た。 
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その後、本日の議題について、質疑が行われた。主な意見等は以下のとおり。 

・ 三面等価の課題については、個人論文において、営業余剰、雇用者報酬、固定資本減

耗等を足して機械的に推計し、足元の GDP が過少ではないかという指摘があったこ

とから始まったと認識している。極力経済実態を反映して、どのあたりが一国全体の

GDPなるかが重要だと思う。（内閣府）

・ これから試算しようとしている生産側の QEでは、中間投入比率が一定なので、非常

に安定している。最近の輸入の動きをみていると、法務や財務等といったサービスの

輸入がかなり多くなっており、M&Aでもこの部分が非常に大きくなっているが、景気

の状況によって中間投入しなくても良い時もあったりする。こうした振れを捨象し

た形で中間投入は一定だというのは、一つの考え方ではあるが、ならし過ぎではない

かと思う。（内閣府）

・ SNAというのは、市場で生産される財貨・サービスの部分、政府のような非市場で生

産している財貨・サービス、さらに、R&Dや帰属家賃のような自己勘定での生産部分

があり、その三つの構造をうまく考える必要がある。生産や研究開発等が把握できて

いるということであれば、生産側のアプローチというのは有力なのだろう。どこまで

取れるのかを議論していきたい。（内閣府）

・ アメリカと比較するとき難しいと思うのは、季節調整済みの系列で考えるのか、ある

いは原系列で考えるのかというところ。アメリカの系列というのは基本的に季節調

整がされたものであり、その中で、調整をしていくということは、我々のフレームか

ら離れてしまって難しいような気もしている。（内閣府）

・ アメリカは基本的に季節調整をやるということだが、中間投入すべてについて季節

調整をするという事は不可能だろう。また、櫻本構成員のご説明にあった、オランダ

の四半期の SUTの関係で、年次の SUTにデータを流し込む際は、原系列なのか季節調

整系列なのか。

→ 大体の国は、原系列を使っているのではないかと考えられる。

・ この研究会の目指す先について、SUT体系の途中で年次推計の中で三面をどのように

把握していくかという話なのか、年次のやり方を前提にどうやって四半期で三面を

把握することができるのかという話なのか。それとも年次推計の SUT そのもので三

面をどう扱うかという話なのか、そのレベル感を確認したい。
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・ 分配面から推計したらどれくらいのものが出てくるだろうか、というのをこの研究

会でやってみて、今の GDPの水準とどれくらい合うものが出てくるか、ということが

第一かと思う。それがうまく行った後に、四半期に持っていくところに研究会が進む

というように思っていた。

→ 生産側 QEや分配側 QE というのも、統計改革の流れで検討するようにとなっており、

それらについても、この研究会で当然、議論いただくというのも可能である。（内閣

府）

・ 年次、四半期に関わらず、雇用者報酬や、企業の収益等から積み上げて、分配側から

どこまで GDP に迫れるかというのをこの研究会で検討していくという事でよろしい

か。

・ この研究会では、残りの二面が現状を前提とするのか、SUTに移行した後のフレーム

ワークの中でどう位置付けるかという話なのか。分配面だけを独立に議論しましょ

うと言えば、今までの情報を前提にして四半期だったらこんなことができる、年次だ

ったこんなことができるといったように、分配面に集中するということはできると

思うのだが、新しい体系の中で、分配面を位置付けていくというのは少し別の話のよ

うな気がする。 

・ 独立で推計したときに、分配面から雇用者報酬、営業余剰、減耗等で推計し、現行の

推計と比較することがひとつの作業ではないか。まずは、分配側を独立推計したとし

てもそれが果たしてうまくできているのかどうか、基礎統計の問題等もあるが、推計

してみて、今の水準の評価ができればと思う。そのうえで、三面等価の調整、バラン

シングの議論ができればと考えている。アメリカのＧＤI等を念頭に置きながら分配

側のアプローチと生産・支出で推計しているものとの比較を一旦やる必要があるの

ではないか。（内閣府） 

→ 分配面は、独立に手持ちの情報でどこまでいけるかということでやってみるという

スタンスか。

→ 独立推計は、雇用者報酬も難しいと思うし、営業余剰のところも、企業会計との差の

みならず、非市場の部門や自己勘定の部門の営業余剰等は上手く追求できるのか、そ

ういう課題も含めて、トライしてみることを考えている。（内閣府）

以上 
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生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会（第２回） 議事概要 

１ 令和 2年 9月 15日（火） 10時 00分～12時 00分 

２ 場 所 Web会議（Zoom） 

３ 出席者 

【委員】 

櫨座長、飯塚構成員、伊澤構成員、宇南山構成員、川口構成員、櫻本構成員、 

中村審議協力者 

【事務局】 

＜内閣府経済社会総合研究所＞ 

長谷川総括政策研究官、谷本国民経済計算部長、 

尾﨑企画調査課長、梅井研究官、吉村課長補佐 

＜株式会社インテージリサーチ＞ 

伊藝、豊田、手嶋 

４ 議 事 

（１）JSNA における営業余剰・混合所得について  

（２）営業余剰の独立推計について（飯塚構成員） 

５ 議事概要 

（１） 内閣府から、資料 1「JSNA における営業余剰・混合所得について」の説明があり、

その後、質疑が行われた。主な意見等は以下のとおり。 

・ 資料の 3ページの産業別の営業余剰・混合所得の合計額というのは、残差で出せると思

う。次のページで残差を分割というところは法人企業統計を使って分割しているとい

うことであるが、なぜここは法人企業統計の割合で分割しているのか。コモ法で分割比

率は取れるのではないかと思うが理由があれば教えてほしい。

→ 生産側推計というのは産業別にみていくプロセスになる。次のページは分配側という

ことで SNA における制度部門ごとに求めていくというプロセスになる。この際にはマ

クロの企業統計の値というものも参照しながら分割をしている。（内閣府）

→ 制度部門別と産業別で違うから別のアプローチをしているという理解でよいか。

金融機関はコモ法のところから持ってきているので、揃えたほうがすっきりするなと

素人的には思ったのでお聞きした次第。
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・ 法人企業統計と比較するときの資料５ページの緑の線について、金融機関を除くとど

うなるかを示してほしい。また、変化率ではなく水準がどれくらい近いのか遠いのかと

いうのも知りたい。最後にアメリカとの比較の資料で、アメリカでは税務統計を使って

いるという話だが、所得側は全部税務統計で推計するのも一つの手だが、SNAと税務と

の概念上の違いの調整に裁量の余地があるのでは問題の解決につながらないのではな

いかという印象を持った。

→ ご指摘いただいた水準の比較というのも会議後に整理はしたい。アメリカの税務統計

については概念調整がされているということでどこまで調べられるかわからないが調

べられる範囲で勉強してみる。（内閣府）

→ 法人企業統計との比較を示すと、一般の国民やエコノミストの受け手はそちらが正解

かのように見えてしまう。水準がずれる理由があるとすると、それは変化率のほうもず

れる理由になるべきなので、正解ではなく参考である、という事がもう少しわかりやす

くなるような示し方をした方が理解を得やすいかと思う。

・ NIPA の件であるが、税務統計から概念調整して出すということになっているが、そう

すると当然支出側 GDP との間にギャップが出てくると思う。NIPA の公表値ではほとん

どギャップはないと思うので、なんらかの調整を行っていると思うが、もしその点お調

べであれば教えていただきたい。

→ 現時点では調べられていないので調べられる範囲で勉強してみる。（内閣府）

・ ４ページの法人企業統計との前年同期比の比較は、絶対額の比較のほうがお互いの違

いがよく分かるのではないか。特に企業会計の場合は、計上額も重要だが、いつ認識す

るかというのが厳密になっており、統計の認識の時期と会計の認識の時期が違うので

はないかと思う。単年度のずれに注目するのではなく、全体として比較すると、統計と

企業会計の違いの傾向がわかるのではないか。

・ 絶対額について、企業の利益を出している様々な統計と並べてみて、どの統計がどれく

らいカバーしているのかという情報が必要ではないか。経済センサスや経済構造実態

調査はどう使われるのか。

→ JSNA の推計の基本というのは 5 年に 1 回、産業連関表が推計され、そこをベンチマー

クにして毎年延長推計をしていくというプロセスを経ている。経済センサスの結果を

用いて組み替えながら産業連関表の推計が行われおり、直接的にというわけではない

が間接的には使っている。（内閣府） 

・ 産業連関表を中心にベンチマークとして推計するので産業連関表なり SNA の構造とい

うのは基本的に財・サービスの物量、流れを重視した体系で、その基になるのは経済セ

ンサスである。経済センサスからの営業余剰の推計はやってみないとわからないが、概
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念上、独自の帰属計算の問題などが大きいのではないか。帰属家賃や R&Dの話も含めて

の帰属計算、営業利益に該当するものをどうするかというのは結構難しい話だと思う。

（内閣府） 

（２）営業余剰の独立推計について（飯塚構成員） 

飯塚構成員から、資料２「営業余剰の独立推計について」の説明があり、その後、質疑

が行われた。主な意見等は以下のとおり。 

・ ご説明にあった藤原・小川論文では法人季報の利益水準に税の倍率をかけて伸ばして

いるが、税の動きというのが利益と同じように動くはずだという前提があるというこ

となのか。

→ 同じようにというよりは各年度においての税額の正解は国税のデータだと思うので、

そことズレが起きていたらそれは利益のズレなのではないかというふうに考えている

のだと思う。

・ ご説明いただいた手法で、最短で統計調査の公表と同時にやるとしたらどれぐらいの

タイムラグで推計可能なのか。

→ 会社標本調査が出ないといけないので、年次推計には間に合わないイメージ。翌年度に

ならないと出ないのではないかと思う。

・ 営業余剰の独立推計は、法人季報なのか税務統計なのか、どこからスタートするかとい

う問題がある。税務の統計はご指摘のように期ずれの問題をどう調整するかというの

が一つの課題だと思う。（内閣府）

・ 最近増えている持ち株会社形式の扱いが非常に難しい。子会社から親会社への配当支

払い、これが親会社にとっては売上になってしまい利益として計上されているが、それ

をうまく区分けすることが出来るのか、SNAの概念にうまく転換できるのか。そのあた

りの調整をうまくデータ的に捕捉できるかが、残差推計ではなく他の統計から推計し

ていく上でも課題ではないか。（内閣府）

・ 説明いただいた経常利益の統計間比較を見ると、確かに足元の 2－3 年ズレがあるが、

意外と合っているなという気持ちもしてこの辺りの精査をしてみたい。（内閣府）

・ 一番必要なのは税務統計情報をもう少し充実させること。日本の場合は、例えば利益に

ついては調査しているはずだが公表されていないという部分がある。まずその辺が出

てくれば両者を比較するとか、先ほど話が出た複数の統計を比較してズレている要因
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をチェックするなどにも繋がると思う。 

 

・ 各国の税務データの利用がどれくらい進んでいるか、各国へのヒアリングからのご知

見をお聞きしたい。（内閣府） 

→ アメリカの経済センサスの担当者によれば、アメリカは欠損値補完をやっている。セン

サス局の職員達がマイクロデータを持ってオンサイト施設に行って、税務データをマ

イクロレベルデータで突合して欠損値補完をやる。日本のデータでそれぞれのデータ

を突合して議論するとなると、藤原・小川論文も山岸論文も内閣府の産出額とずれてい

る、みたいな問題が根っこに元々あると思うので、経済センサスにおける欠損値補完が

充分ではなかったということに恐らくなるのではないかと思う。ただ、マイクロデータ

が無いのであれば、マクロの全体のデータがあればそれでばらしてみるだとか、それに

近いデータでばらしてみてマイクロデータレベルで合っているかどうかを見ていけば

いいということ。営業余剰・混合所得とか GDP自体で比較するということだけでは多分

足りなくて、やはり産出額とその内訳の推移が、どこがずれているのかというのを見て

やらないといけないのではないか。 

 

・ 税引前利益の統計間比較というところで、会社標本調査に基づく法人所得と法人企業

統計の税引前当期純利益を見せていただいて私の感想は意外に近いなというものだっ

た。最近だと税務会計と企業会計は基本的にかけ離れて当たり前でありその調整を税

効果会計でしているからである。いくつか税務調整項目を挙げていただいていたが、実

は企業はもっとたくさんの税務調整項目（税務申告の別表４）があり、小さい企業でも

たぶん 20 や 30 の調整項目がある。これを今公表されているデータでやるというのは

難しいのではないかという気がする。また、税務会計上の所得と企業会計の利益という

のは概念も違い、企業会計の利益はあくまでも経営成績としての利益であるため、これ

が統計のベースになるかというと検討が必要であると理解した。 

 

・ しばらく前にアメリカとカナダに行ってヒアリングをしたのだが、アメリカでは BEAが

IRS にこういうテーブルは作れるはずだから作ってくれ、というと、IRSはそれを作る

義務があるという仕組みになっていると聞いた。カナダでは更に強い仕組みになって

おり、税務データは Statistics Canadaが保有し、税務側が、Statistics Canadaにリ

クエストをして計算は全部統計局がやるということで、統計局職員は非常に重い責任

を持っている。 

 

・ 10 年ほど前にイギリスの統計局にヒアリングに行った時に、税務データをどういうふ

うに使えるのかという話をしたところ、こういうものを作ってくれとか、こういうもの

は出来ないか、と間接的にしかデータは扱えないという話をしていた。日本も、同じよ
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うに税務統計を使おうとしたときに、そのデータそのものを入手するとか公表しても

らうというのは難しく、税務当局に、こういうふうに加工したものはもらえないか、と

いうリクエストするしかないのではないか。もっとこういうデータがあったら分析が

出来るという項目があったらいただいて、可能であれば報告書の中に盛り込んでいく

ことが出来ないかと思う。 

→承知した。今のところ、税前利益について、会社標本調査の調査票上で利益の欄がある

のは確認しているので、少なくともそれは出して欲しいと思っている。

・ 欠損値については、当然その利益、売上も含めて過少になっている可能性があったり、

また、経済センサスにおいてうまく母集団設計ができていないところもあると思うの

でそのあたりをどうするのか、改めてチェックする必要があると思った。一方、税務の

ほうからの把握は、昔からどれだけ改善しているかというのもある。おそらくギャップ

があるのだろうというのは思っており、ただそのギャップは恐らくアメリカでも結構

あるのではないかと思う。彼らのやっているセンサスの情報と税務の情報からのフロ

ーチェックで、どのように調整がされているかということに対する関心を改めて持っ

た。（内閣府）

・ 税務当局に対して協力を仰ぐということになると、税務当局側からすれば、それは、思

ってもみない使用方法とかあるいはデータの収集とかということになるので、丁寧に

目的とか成果というものを伝えていく必要があると思う。（内閣府）

・ SUT を設計するときに、税務データを使う場合には二つ選択肢があると思う。付加価値

税に頼ったような SUT を考えていくのか、あるいは法人税ベースの売上を欠損値補完

に使いながら SUT を構成するかである。付加価値税データベースというか、マクロの値

一本でミクロのデータに無理やり分解したものを用いて SUT から見て不整合はどこに

でているのか、というのを見られるかどうかなのではないかと思う。産出額ベースでみ

て付加価値税制のデータベースみたいなものを水面下で作成し、これに頼れるかどう

かというのを一回検証してみて、それでみて補完していくみたいなやり方が出来ると

日本としては強いのかという感じはする。ただマクロ値一本しかないわけであるから

恐らく限界があるかと思う。税務に頼るときには二つ選択肢があるのを両方とも出来

る範囲で検討するということになるのではないかというのが私の予想であり、提案で

もある。

以上 
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ＱＥタスクフォース会合の審議状況について（報告） 

～第４回ＱＥタスクフォース会合資料～ 

令和２年 11 月 19 日 

資料５
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第４回 国民経済計算体系的整備部会ＱＥタスクフォース会合 

議事次第 

日 時  令和２年10月23日（金）10:00～12:00 

場 所  総務省第二庁舎 ６階 特別会議室 

議 事 

（１）法人企業統計の一部早期化に係る検証（中間報告）

（２）ＱＥにおける新型コロナウイルス対応等

（３）建設総合統計の遡及改定を受けたＱＥ公的固定資本形成に関する

検証

（４）生産面の四半期別ＧＤＰ速報：研究論文の概要 

配布資料 

資料１－１ 法人企業統計の一部早期化に係る検証（中間報告） 

資料１－２ 法人企業統計調査附帯調査の結果を踏まえた検討 

（中間報告） 

資料２ 2020年４-６月期１次ＱＥの対応の結果について 

資料３ 建設総合統計の見直しによる影響 

資料４ 生産側ＧＤＰ四半期速報の開発状況と今後の検討課題に 

ついて 

 参考  ＱＥタスクフォース構成員から事前提出された意見・質問等 
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R1/10 12 60.3 2/4 89.1
(72.7) 3/2

R2/1 3 43.5 5/1 76.6
(62.3) 6/1

R2/1 3 86.7
(71.0) 7/27

1
2

7
/
3
0

213.2 7.5 213.8 203.8 6.1 205.7 9.4 1.5 (24.1%) 8.2 55.5
69.2 3.6 70.3 60.2 2.5 61.1 8.9 1.1 (42.5%) 9.2 63.1
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254.9 11.5 257.9 211.2 8.9 214.4 43.7 2.6 (29.5%) 43.6 62.7
87.6 4.5 87.8 62.8 3.0 63.5 24.8 1.5 (50.4%) 24.3 66.7
14.5 0.7 14.9 9.5 0.4 10.0 5.0 0.3 (61.4%) 4.9 74.4
13.2 0.8 12.9 5.2 0.4 5.2 8.1 0.5 (126.8%) 7.7 77.9
17.0 0.9 17.3 11.5 0.7 11.7 5.5 0.2 (34.6%) 5.6 78.7
167.3 7.0 170.1 148.5 5.9 150.8 18.9 1.1 (18.7%) 19.3 60.8
22.7 0.8 22.7 17.8 0.5 17.9 4.9 0.3 (71.4%) 4.9 33.1
2.6 0.3 2.7 4.3 0.5 4.5 -1.7 -0.2 (-46.6%) -1.7 62.4
38.5 1.6 39.2 29.9 1.0 30.3 8.6 0.6 (57.7%) 8.8 91.7

14.4 0.2 14.3 17.4 0.3 17.3 -3.0 -0.1 (-19.9%) -3.0 86.8
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21.4 22.4 17.9 18.5 3.5 3.8 46.5 14.2 15.0 11.5 11.8 2.7 3.2 58.1
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生産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会について 

令 和 ２ 年 ７ 月 ３ 日 

内閣府経済社会総合研究所 

国 民 経 済 計 算 部 

１．研究会の構成員について 

前回部会以降人選を進め、研究会構成員については以下のとおり決定。 

座長   ：櫨 浩一（学習院大学経済学部特別客員教授） 

構成員  ：飯塚 信夫（神奈川大学経済学部教授） 

伊澤 賢司（ＥＹ 新日本有限責任監査法人シニアパートナー） 

宇南山 卓（一橋大学経済研究所教授） 

川口 大司（東京大学経済学研究科教授） 

櫻本 健（立教大学経済学部准教授） 

審議協力者：中村 洋一（法政大学理工学部教授） 

２．今後の予定 

＜７月 10 日（金）＞ 

第１回 検討すべき課題の整理、三面の調整手法に関する整理 

（諸外国における三面等価関係・三面の調整手法の整理等） 

＜夏から秋にかけて＞ 

第２回 営業余剰・混合所得推計について 

（推計手法の課題整理、企業会計の概念差の整理等） 

第３回 雇用者報酬推計について 

（推計手法の課題整理、税務情報の利用可能性の検討等） 

第４回 財産所得推計について 

（推計手法の課題整理、マーケットデータの利用可能性の検討等） 

第５回 今後の検討の方向性の整理 

（以 上） 
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Press Release 
  

 

                                              令和２年 11月５日 

                                              【照会先】 

＜                                                      ＜毎月勤労統計調査関係＞ 

                                              政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室 

統 計 管 理 官  瀧原 章夫 

室  長  補  佐  髙田 崇司 

  毎勤調整係・企画調整係 

 (代表電話) 03(5253)1111 (内線 7609,7610) 

 (直通電話) 03(3595)3145 

＜労災保険関係＞ 

労働基準局 労災管理課 

課     長  山田 敏充 

課 長 補 佐  安保 壮一郎 

 (代表電話) 03(5253)1111 (内線 5591) 

 (直通電話) 03(3502)6292 

＜雇用保険関係＞ 

職業安定局 雇用保険課 

課     長  長良 健二 

調  査  官  佐藤 悦子 

課 長 補 佐  向山 和紀 

 (代表電話) 03(5253)1111 (内線 5135) 

 (直通電話) 03(3502)6771 

＜船員保険関係＞ 

保険局 保険課 

課     長  姫野 泰啓 

課 長 補 佐  萩原 竜佑 

（代表電話）03(5253)1111（内線 3243） 

（直通電話）03(3595)2556 

 

 

 

 

 

「毎月勤労統計調査（全国調査）」における公表結果の訂正等について 
 

 

 標記につきまして、以下のような事実が確認されました。 

 今後、こうした事態が生じることのないよう、チェック体制を強化するなどの再発防止に取り組むと

ともに、保険給付への影響については、適切に対応してまいります。 

 

１ 事案の概要 

  毎月勤労統計調査については、統計法に基づき総務大臣から承認を受けた調査計画において 500 人

以上規模の事業所について全数調査することとなっていますが、神奈川県、愛知県、大阪府の平成 31

年１月分から調査対象として指定した 500 人以上規模の事業所について、全数調査は行っているもの

の、全国調査（注）の集計に含めていない事業所が 79事業所あったことが判明しました。 

  このため、これまで公表していた平成 31年１月分から令和２年８月分までの集計結果について、79

事業所を含めて訂正するとともに、令和２年９月分調査からは、79事業所を含めた集計値を公表いた

します。 

報道関係者 各位 
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（注）毎月勤労統計調査には、厚生労働省が全国の調査票について集計を行う「全国調査」と、

都道府県が各都道府県別の調査票の集計を行う「地方調査」があります。 

地方調査は、統計としての精度を確保するために、全国調査の集計対象事業所に加え、

地方調査のみを集計対象とする事業所を追加して調査していることから、全国調査と地方

調査では、集計対象とする事業所の範囲が異なっています。 

 

（事案が生じた理由） 

  毎月勤労統計調査においては、「500 人以上規模の事業所」については、全数調査することとしてい

たところ、平成 31年１月分調査から、神奈川県、愛知県、大阪府の 500 人以上規模の事業所を全数調

査から抽出調査に切り替える方向で、平成 30 年春から準備を進めていました。 

しかし、「東京都の 500 人以上規模の事業所を、全数調査とすべきところ抽出調査で行い」、「平成 31

年 1 月から神奈川県、愛知県、大阪府を抽出調査とする予定である」ことについて、平成 30 年 12 月

に統計委員会委員長から問題である旨指摘されたことから、３府県の抽出調査を撤回し、全数調査で

行うこととしました。その際の事務処理誤りにより、一部の事業所が全国調査の集計に含まれないこ

ととなったものです。 

 

２ 集計結果の訂正 

主な集計結果の訂正は、別紙のとおりです。 

また、別紙以外の訂正等については、以下のとおりとします。 

 

①  平成 31年１月分～令和２年８月分における訂正（②及び③を除く。）については、令和２年９

月分結果速報の公表（11月６日（金）予定）に併せて、訂正後の数値を e-Stat（政府統計の総

合窓口）に掲載します。 

 

②  令和元年賞与（夏季賞与及び年末賞与）については、集計が完了次第、速やかに訂正値を公表し

ます。また、11 月６日（金）に公表予定の令和２年夏季賞与については公表を延期し、令和元年

賞与の訂正と併せて公表します。 

 

③  参考値として e-Stat に掲載している「従来の公表値」（注）の訂正（平成 31年１月分～令和２

年８月分）は、令和２年９月分結果確報の公表（11 月 25 日予定）に併せて、訂正後の数値を e-

Stat（政府統計の総合窓口）に掲載します。 

また、令和２年９月分は「従来の公表値」の速報は公表せず、確報のみの公表とします。 

 

（注）「従来の公表値」：東京都の 500 人以上規模の事業所について、従来は、平成 16年から平成 29

年までの数値を、抽出調査に必要な復元を行わずに公表していました。しかし、現在は復元し

た集計値 （平成 16 年から平成 23 年までは「時系列比較のための推計値」を用いています。）

を公表しています。 

ただし、この従来公表していた数値について、時系列比較を行う観点から、この公表値に接続

する従来の方法で集計した値のことを「従来の公表値」としています。 
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３ 保険給付への影響及び対応  

今般の訂正を受けた労災保険、雇用保険、船員保険の給付への影響は以下のとおりです。 

また、現行の労災保険、雇用保険、船員保険のスライド率等についても、適正なものとする必要

があり、所要の準備が整い次第対応する予定です。なお、修正の適用前にお支払いした分について

は、回収は行いません。 

 

【労災保険】 

① 令和元年８月から令和２年７月までの期間及び令和２年８月から令和３年７月までの期間に適

用される労災年金スライド率及び一時金換算率に影響が出ます。 

② その結果として、令和元年８月以降の期間に遺族（補償）年金及び障害（補償）年金の差額一

時金の受給者の一部の方のお支払い額について、追加給付が必要となります。その影響を概算す

ると、約 120 人程度、一人あたり約 4200 円程度、対象の方全体で合計 50万円程度になる見込み

です。 

個々の受給者の追加給付分については、所要の準備を整えて再計算し、対象となる方・給付額を

具体的に特定した上でできる限り速やかに順次追加給付を行います。 

③ また、令和元年８月から令和２年７月までの労災年金給付分の一部（約 150 人）について、一

人平均年額 200 円程度の引下げ、令和２年８月以降の労災年金給付分の一部（約６万人）につい

て、一人平均月額 80 円程度の引下げ、令和元年８月以降の障害（補償）一時金、遺族（補償）一

時金、葬祭料給付分の一部（約 100 人）について、一人平均 1700 円程度の引下げが生じる見込み

です。なお、修正の適用前にお支払いした分については、回収は行いません。 

④ スライド率及び一時金換算率の改正については、所要の準備が整い次第、本年 12 月分から適用

できるように措置します。 

 

【雇用保険】 

 ① 追加給付が必要となる方はいません。 

 ② 現行の保険給付について、賃金日額の上限の一部について下方修正が必要になり、現時点で令和

２年８月以降に基本手当等を受給した 30 歳未満の受給者の一部（延べ約 0.1 万人）に、一人平均

日額５円程度の引下げが生じる見込みです。賃金日額の上限の改正については、所要の準備が整い

次第、令和３年２月から適用できるように措置します。なお、修正の適用前にお支払いした分につ

いては、回収は行いません。 

 

【船員保険】 

 ① 追加給付が必要となる方はいません。 

 ② 令和２年８月から令和３年７月までの期間に適用されるスライド率の一部について、下方修正が

必要となり、昭和 27 年度以前、昭和 29年度、昭和 33年度、昭和 37年度、平成９年度に被災した

年金受給者（約 400 人）について、一人平均月額 400 円程度の引下げが生じる見込みです。スライ

ド率の改正については、所要の準備が整い次第、令和３年２月・３月分（令和３年４月支払）から

適用できるよう措置します。なお、修正の適用前にお支払いした分については、回収は行いませ

ん。 
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４ ご相談窓口 

★労災保険追加給付問い合わせ専用ダイヤル 0120-952-824 

★雇用保険追加給付問い合わせ専用ダイヤル 0120-952-807 

★船員保険追加給付問い合わせ専用ダイヤル 0120-843-547 

             0120-830-008(＊) 

 

受付時間 平日   8：30～20：00  

土日休  8：30～17：15 

＊印の番号の受付時間は平日 8:30～17:15 のみとなります。（平日 17:15 以降、 

土日祝日の受付は行いませんのでご注意下さい。） 

 

※全国どこからでも通話料無料でお電話いただけます。 

ご相談の期限は、当面、設けません。 
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調査産業計　事業所規模5人以上　就業形態計

現金給与総額 所定内給与

誤 正 差 誤 正 差

平成31年 1月 272,135 272,120 -15 平成31年 1月 240,264 240,255 -9

2月 264,578 264,571 -7 2月 241,451 241,442 -9

3月 281,418 281,346 -72 3月 242,950 242,928 -22

4月 276,557 276,520 -37 4月 246,451 246,411 -40

令和元年 5月 275,198 275,217 19 令和元年 5月 243,135 243,105 -30

6月 451,692 451,442 -250 6月 245,854 245,804 -50

7月 374,621 374,654 33 7月 245,802 245,761 -41

8月 276,699 276,695 -4 8月 244,786 244,731 -55

9月 271,945 271,893 -52 9月 245,352 245,305 -47

10月 272,285 272,218 -67 10月 246,236 246,182 -54

11月 285,414 285,429 15 11月 245,587 245,532 -55

12月 564,886 564,630 -256 12月 245,660 245,607 -53

令和２年 1月 275,260 275,175 -85 令和２年 1月 242,483 242,436 -47

2月 266,706 266,662 -44 2月 242,942 242,894 -48

3月 281,632 281,554 -78 3月 243,874 243,825 -49

4月 274,825 274,747 -78 4月 246,532 246,479 -53

5月 268,789 268,761 -28 5月 243,232 243,178 -54

6月 443,111 442,703 -408 6月 246,782 246,735 -47

7月 368,756 368,810 54 7月 246,270 246,232 -38

8月 273,243 273,186 -57 8月 244,013 243,972 -41

年平均 年平均

令和元年 322,612 322,552 -60 令和元年 244,471 244,432 -39

年度平均 年度平均

平成30年 322,692 322,685 -7 平成30年 244,389 244,386 -3

令和元年 322,837 322,768 -69 令和元年 244,845 244,797 -48

きまって支給する給与 所定外給与

誤 正 差 誤 正 差

平成31年 1月 259,483 259,485 2 平成31年 1月 19,219 19,230 11

2月 261,174 261,171 -3 2月 19,723 19,729 6

3月 263,059 263,044 -15 3月 20,109 20,116 7

4月 266,938 266,899 -39 4月 20,487 20,488 1

令和元年 5月 262,824 262,793 -31 令和元年 5月 19,689 19,688 -1

6月 265,422 265,378 -44 6月 19,568 19,574 6

7月 265,373 265,340 -33 7月 19,571 19,579 8

8月 264,098 264,042 -56 8月 19,312 19,311 -1

9月 264,400 264,359 -41 9月 19,048 19,054 6

10月 266,334 266,282 -52 10月 20,098 20,100 2

11月 265,863 265,804 -59 11月 20,276 20,272 -4

12月 265,508 265,453 -55 12月 19,848 19,846 -2

令和２年 1月 261,411 261,364 -47 令和２年 1月 18,928 18,928 0

2月 262,318 262,278 -40 2月 19,376 19,384 8

3月 263,176 263,130 -46 3月 19,302 19,305 3

4月 264,393 264,336 -57 4月 17,861 17,857 -4

5月 257,740 257,666 -74 5月 14,508 14,488 -20

6月 261,554 261,496 -58 6月 14,772 14,761 -11

7月 262,492 262,454 -38 7月 16,222 16,222 0

8月 260,716 260,673 -43 8月 16,703 16,701 -2

年平均 年平均

令和元年 264,216 264,180 -36 令和元年 19,745 19,748 3

年度平均 年度平均

平成30年 264,242 264,241 -1 平成30年 19,853 19,855 2

令和元年 264,469 264,423 -46 令和元年 19,624 19,626 2

（円） （円）

（円） （円）
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調査産業計　事業所規模5人以上　就業形態計

特別に支払われた給与 総実労働時間

誤 正 差 誤 正 差

平成31年 1月 12,652 12,635 -17 平成31年 1月 130.3 130.2 -0.1

2月 3,404 3,400 -4 令和２年 5月 121.9 121.8 -0.1

3月 18,359 18,302 -57

4月 9,619 9,621 2 所定内労働時間

令和元年 5月 12,374 12,424 50 誤 正 差

6月 186,270 186,064 -206 平成31年 1月 120.1 120.0 -0.1

7月 109,248 109,314 66 令和２年 5月 114.7 114.6 -0.1

8月 12,601 12,653 52

9月 7,545 7,534 -11

10月 5,951 5,936 -15

11月 19,551 19,625 74

12月 299,378 299,177 -201

令和２年 1月 13,849 13,811 -38

2月 4,388 4,384 -4

3月 18,456 18,424 -32

4月 10,432 10,411 -21

5月 11,049 11,095 46

6月 181,557 181,207 -350

7月 106,264 106,356 92

8月 12,527 12,513 -14

年平均

令和元年 58,396 58,372 -24

年度平均

平成30年 58,450 58,444 -6

令和元年 58,368 58,345 -23

当月末常用労働者数

誤 正 差

平成31年 1月 50,301,744 50,301,689 -55

2月 50,243,086 50,243,010 -76

3月 49,930,349 49,929,973 -376

4月 50,550,616 50,549,851 -765

令和元年 5月 50,698,678 50,696,051 -2,627

6月 50,863,166 50,860,375 -2,791

7月 51,000,219 50,997,446 -2,773

8月 50,979,883 50,976,759 -3,124

9月 51,069,945 51,066,970 -2,975

10月 51,167,518 51,164,442 -3,076

11月 51,294,037 51,289,135 -4,902

12月 51,334,738 51,329,773 -4,965

令和２年 1月 51,254,968 51,249,749 -5,219

2月 51,181,671 51,176,593 -5,078

3月 50,857,587 50,852,937 -4,650

4月 51,291,613 51,286,109 -5,504

5月 50,953,434 50,948,486 -4,948

6月 51,166,815 51,161,701 -5,114

7月 51,353,292 51,349,047 -4,245

8月 51,389,219 51,384,265 -4,954

年平均

令和元年 50,786,165 50,783,789 -2,376

年度平均

平成30年 50,053,230 50,053,188 -42

令和元年 51,021,085 51,017,507 -3,578

（円） （時間）

（人）

（時間）
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調査産業計　事業所規模5人以上　就業形態計

【指数、前年同期比】

現金給与総額 常用雇用指数

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

平成31年 1月 86.3 -0.6 86.2 -0.7 令和２年 2月 108.8 1.9 108.7 1.8

平成31年 4月 87.7 -0.3 87.6 -0.5

令和元年 6月 143.2 0.4 143.1 0.3 総実労働時間

令和２年 1月 87.2 1.0 87.2 1.2

令和２年 3月 89.3 0.1 89.2 0.0 指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

令和２年 4月 87.1 -0.7 87.1 -0.6 令和２年 5月 84.4 -9.3 84.3 -9.5

令和２年 6月 140.4 -2.0 140.3 -2.0

年平均 所定内労働時間

令和元年 102.2 -0.3 102.1 -0.4

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

きまって支給する給与 平成31年 1月 90.0 -2.6 89.9 -2.7

令和２年 1月 90.9 1.0 90.9 1.1

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%) 令和２年 5月 85.9 -7.6 85.8 -7.7

平成31年 3月 101.0 -0.7 100.9 -0.8

令和元年 6月 101.9 -0.2 101.8 -0.3 （注）色塗り部分は訂正がない箇所である。

令和元年 8月 101.4 0.2 101.3 0.1 　　　指数は、平成27年平均＝100 としている。

令和２年 3月 101.0 0.0 101.0 0.1

令和２年 4月 101.5 -0.9 101.4 -1.0

令和２年 6月 100.4 -1.5 100.4 -1.4

令和２年 8月 100.1 -1.3 100.0 -1.3

所定内給与

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

令和元年 5月 101.0 -0.6 100.9 -0.7

令和２年 3月 101.3 0.4 101.2 0.3

令和２年 5月 101.0 0.0 101.0 0.1

令和２年 7月 102.3 0.2 102.2 0.1

実質賃金（現金給与総額）

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

平成31年 1月 84.7 -0.7 84.6 -0.8

平成31年 4月 85.8 -1.4 85.7 -1.5

令和元年 6月 140.3 -0.5 140.2 -0.6

令和２年 1月 84.9 0.2 84.9 0.4

令和２年 3月 87.2 -0.3 87.1 -0.5

令和２年 4月 85.1 -0.8 85.1 -0.7

令和２年 6月 137.4 -2.1 137.3 -2.1

年平均

令和元年 99.9 -0.9 99.8 -1.0

実質賃金（きまって支給する給与）

指数 前年同期比(%) 指数 前年同期比(%)

平成31年 3月 99.1 -1.3 99.0 -1.4

令和元年 6月 99.8 -1.1 99.7 -1.2

令和元年 8月 99.1 -0.1 99.0 -0.2

令和２年 3月 98.6 -0.5 98.6 -0.4

令和２年 4月 99.2 -1.0 99.1 -1.1

令和２年 6月 98.2 -1.6 98.2 -1.5

令和２年 8月 97.7 -1.4 97.6 -1.4

誤 正

正誤

誤 正

誤 正

誤 正

誤 正

誤 正

誤 正
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2. 2015 27 3P
3. 2015 27 4P
4. 2015 27 5P
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